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◆講義項目◆                   ※「出張講座」も承っております。お気軽にお問合せください。 

 

第 1 個人情報保護法制の概要 

1 自治体に対する法制 

2 民間支援団体・地域コミュニティに対する法制 

3 自治体による個人情報共有の実務 

4 平成 27 年個人情報保護法改正の概要 

5 平成 27 年行政機関個人情報保護法等改正の 

概要 

 

 

第 2 災害対策基本法改正と個人情報保護の実務 

1 災害対策基本法改正と自治体行政実務 

2 避難行動要支援者名簿の作成等 

3 安否情報の提供 

4 被災者台帳の作成等 

5 自治体行政実務への主な影響 

 

6 名簿作成及び情報提供の具体的な取組み 

7 消費者安全法の改正等，関連制度の概要 

 

 

第 3 マイナンバー法における災害対策 

1 マイナンバー法の概要 

2 マイナンバー法における災害対策の理念 

3 マイナンバー法における災害対策関連条項 

4 災害対策に関連するマイナンバー独自条例 

 

 

第 4 まとめ 
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日本経営協会・中部本部 行 （この面をそのままＦＡＸしてください）                  ＦＡＸ（０５２）９５２－７４１８ 

□日本経営協会会員  □一 般 （該当する方にレ印を付けてください） 
 

60003683 「災害対策担当のためのマイナンバー法への対応実務」講座・参加申込書         Ｈ27/9/17-18 

ふりがな 

団体名 

 ℡ 
Fax

（  ）  － 

（  ）  － 

ご派遣責任者（ご連絡担当） 

所属・役職名 

 

                         

氏名 

 

                       印

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

                 

 

所在地 
〒 

№ 
フ リ ガ ナ 

所属・役職 
担当経験

年数 参 加 者 氏 名 

   年

月 

   年

月

＜通信欄＞ 

 

   年

月 

※御請求書の宛名についてお知らせください 【□ 団体名と同じ・ □異なる（宛名                                             ） 】 
※参加申込書にご記入いただいた情報は、以下の目的に使用させていただきます。  ①参加券や請求書の発送などの事務処理   ②本講座の運営 

 ③公開講座など本会事業のご案内   お申込み時点で、趣旨にご同意いただいたものとさせていただきますので、予めご了承下さい。 
なお、上記③がご不要の場合は、右の□欄にチェックしてください。                                                 □不要 

＜講師紹介＞ 弁護士 板倉 陽一郎 氏 
2002 年慶應義塾大学総合政策学部卒，2004 年京都大学大学院情報学研究科社会情報学専攻修士課程修了，2007 年慶

應義塾大学法務研究科（法科大学院）修了。弁護士（ひかり総合法律事務所）。2010 年 4 月より 2012 年 12 月まで消

費者庁に出向（消費者制度課個人情報保護推進室政策企画専門官）。公職として情報ネットワーク法学会理事，情報処

理学会電子化知的財産・社会基盤研究会幹事等。東日本大震災対応では，日本弁護士連合会東日本大震災・原子力発

電所事故等対策本部消滅時効問題対策チームに所属した。マイナンバー法及び災害対策に関連する業績として『自治

体の個人情報保護と共有の実務 －地域における災害対策・避難支援－』（共編著 ぎょうせい，2013 年），「個人情

報保護条例上の『個人情報』概念をめぐる問題提起 (特集 番号法と自治体)」自治体法務 navi56 号（2013 年 12 月）

等。 


